
【作成例】 

様式第７号（第９条関係） 

 

事 業 報 告 書 等 提 出 書 

 

●年 ●月 ●日 

（宛先） 

滋賀県知事 

 

提出者                            

特定非営利活動法人の名称                 

主たる事務所の所在地                   

代表者の氏名                       

電話番号                         

事務責任者の氏名                     

担当者の氏名                       

担当者の連絡先（電話番号またはメールアドレス）      

 

 

下記に掲げる前事業年度（ ●年 ４月 １日から ●年 ３月 31日まで）の事業報告書等について、特定非営利活

動促進法第29条（同法第52条第１項（同法第62条において準用する場合を含む。）の規定において読み替えて適用する場合

を含む。）の規定により、提出します。 

 

記 

 

１ 前事業年度の事業報告書 

 

２ 前事業年度の活動計算書 

 

３ 前事業年度の貸借対照表 

 

４ 前事業年度の財産目録 

 

５ 前事業年度の年間役員名簿 

 

６ 前事業年度の末日における社員のうち10人以上の者の氏名（法人にあっては、その名称および代表者の氏名）および

住所または居所を記載した書面 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 代理申請時使用欄 

申請代理人 

住所 

氏名 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称および代表者の氏名） 

行政書士登録番号 

連絡先（電話番号またはメールアドレス） 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

 

書類を提出する日 

特定非営利活動法人 ○○○○ 

滋賀県○○市○○町○○番地○ 

滋賀 太郎  

○○○－○○○－○○○ 
△△ △△ 
●● ●● 

○○○－○○○○－○○○○ ／ △△△＠●●●.×× 

前事業年度の期間を記載してください。 

法人設立後初年度の場合は、登記事項証明書の

「法人設立の年月日」を開始日にしてください。 


